
日本国憲法の「平和、人権、民主主義の理念」は、国民に広く定着しています。とくに第九条は多くの国民に支持され、「不戦の誓い」としてアジアと世界からも評価されています。

　しかし、その憲法を「改正」することをねらい、自民・公明の与党は、今国会で憲法改正の手続きを定める「国民投票法案」を提出し、五月三日までに成立させる意向を示しています。

　国民投票法案については、与党および民主党からそれぞれ修正案が公表されていますが、その修正案には、次のような重大な問題点があります。

日本国憲法第九十六条が定めるように、「憲法改正を最終的に決定する権限は、一人ひとりの国民が持っている」ものです。その国民の意思をゆがめ、改憲案を通しやすくする不公正な法案を、充分な審議もせず成立させることは、まさに憲法の定める国民主権を踏みにじるものといわざるを得ません。

　最近の世論調査で明らかなように、国民の多くは、国民投票法案の成立を望んでいません。国民が望まない、しかも不公正な内容の国民投票法案は、廃案にするしかありません。

　私たちは、現在審議中の「国民投票法案」を廃案とするよう強く求めます。

　　　西かずさ九条の会

①最低投票率の定めがなく、国民の承認を「有効投票」の過半数としている。そのため、国民のごく一部の賛成で改憲案が成立する。


②憲法改正に関わる運動は本来自由であるべきなのに、公務員や教育者の自由な意見表明を制限している。


③テレビ・ラジオの広告による世論操作が野放しにされている。そのため、改憲をめざす政党が資金力にものをいわせて、大量のＣＭを使って国民の気持ちを誘導する危険性がある。








